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   本稿における引用している法令の条文番号の記載は、次の例による。  
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  増田英敏著「リーガルマインド租税法」成文社、２００８年、１３０頁  

































                                                   
9 武田昌輔著「法人税回顧六〇年」ＴＫＣ出版、２００９年９月、１９５頁～１９６頁  






























                                                                                                                                                          
・岩崎政明・平野嘉秋・川端康之共著「全訂版税務用語辞典」財団法人大蔵財務協会、2001
年 
 ・国税庁企画課長編「和英用語対照 税務・会計用語辞典六訂版」財経詳報社、1992 年 
 


































































































































































                                                   
















































































































                                                   






























































































   営業権が無形固定資産の一つであること  法令１３①八ル → 所令６①八ル 
減価償却の計算    法法３１①   → 所法４９① 
営業権の償却の方法  法令４８①四  → 所令１２０①四 
営業権の取得価額   法令５４①一  → 所令１２６①一 








出漁権等       法基通７－１－５ → 所基通２－１９、 
 
３、消費税法における営業権 

























































                                                   

































                                                   
16  会社計算規則１１条は、のれんという文言を使っている。営業権とのれんという文言の  


























                                                   







































                                                   
21  企業会計基準委員会・企業会計基準２１号「企業結合に関する会計基準」２８項、平成  
２０年１２月２６日 
22  同上２９項  



































                                                   
































                                                   































   
                                                   
30  広瀬義州著「財務会計第９版」中央経済社、２００９年４月、２７３頁  
31  企業会計原則第三、５、Ｆ 


































                                                   
34 第１章では、「事業の安定的な優位的地位」と表現した。 






















時価総資産額ＴＡ     １０００ 土地・建物の相続税評価額の合計額 
実際利益（実際収益力）ＡＲ  ８０ 
現在価値への割引率ｒ    零と仮定36  
［計算プロセス］ 
単年度の超過収益力ＯＲ    ３０ （＝８０－１０００×５％） 
















土地    ５００ 
建物    ５００  































































































時価総資産金額・・・・・・・ＴＡ  とすると  
単年度の超過収益力ＯＲは、ＡＲ－ＳＲである。 
ＯＲ＝ＡＲ－ＳＲ  この式を展開すると 
 ＯＲ＝ＡＲ－ＴＡ×一般企業の標準時価総資産利益率（５％） の算式を展開すると 
  ＯＲ＝ＴＡ×当該企業の実際時価総資産利益率 －ＴＡ×一般企業の標準時価総資
産利益率 
となるので、 














































                                                   
37  ジョン・ハンド＋バルーク・レブ編著・広瀬義州＋晝間文彦＋長束航＋中嶋隆一＋渡辺剛
他 訳「無形資産の評価」中央経済社、２００８年、１頁 







































                                                   



































































































                                                   































 現時点の 1000 円と１年後の 1000 円は、同じ価値ではない。現時点で 1000 円の現金を
定期預金（利率年２％）にした場合、１年後には、1020 円になっている。これが複利であ




1020÷（１＋０．０２）で求められる。同様に２年後の 1040.4 円を現在価値にするには 
1040.4÷（１＋０．０２）２ で算出することができる。すなわち、２年後 1040.4 円と１
年後の 1020 円及び現時点の 1000 円は、同価値と言える。 
 この考えに基づき、１年後の 1000 円、２年後の 1000 円及びｎ年後の 1000 円を現在価
値に割引くには、下記のようになる（現在価値割引率をｒとする）。 
  １年後の 1000 を現在価値にするには  1000÷（１＋ｒ） 
  ２年後の 1000 を現在価値にするには  1000÷（１＋ｒ）２ 







  ０％  １０，０００ 
１％   ９，４７１．３ 
  １．５％ ９，２２２．３ （国税庁の複利年金現価率によれば、９，２２２） 
  ２％   ８，９８２．６ 























































 β  ・・・ 当該企業の市場平均変動に対する反応度・・・市場の株価が１００動くと 




 なお、非上場会社の場合は、さらにスモールキャッププレミアムを加味して、  
 自己資本コスト＝非危険利子率 E（Rf）＋市場リスクプレミアム E（Ri）＋スモールキ
ャッププレミアム（Scp） 
とされる。 












                                                   
42 鈴木義行編著・安井淳一郎・越智多佳子・岡田昌也著「Ｍ＆Ａ実務ハンドブック 第２版」
































                                                   
43 スモールキャッププレミアムとして３％を示している例がある。：鈴木義行編著・安井淳一































                                                   
44  資本資産評価評価モデル（Capital Asset Pricing Model）。本章本節１参照。 






















































 つまり、現時点で 1000 の総資産がある企業は、財産評価基本通達１６５の標準的な総
資産利益率５％が実現すれば、１年後には 1050 になる。しかし、２０年改正後の財産評
価基本通達１６５に示されている基準年利率１．５％で現在価値に引き直すと、1034 とな













































































                                                   



























② ①の事業の譲渡又は①を営む法人の株式の譲渡が法律等により禁止されていないこと   





                                                   
































































































                                                   
51 計算の前提及びプロセスについては、第４章第１節を参照  
52 上野清貴著「公正価値会計と評価・測定」中央経済社、２００６年、２６９～２７１頁  





































































































                                                   
55  将来のフリーキャッシュフローにより企業評価を行おうとする考えが実務においては  
  一般的に行われている。  
56  品川芳宣著「課税所得と企業利益」、税務研究会出版局、１９８２年１月、２６７頁  
57  同上 ２６９頁～２７３頁 



































                                                   




















































 営業権は、相続税における財産であるという意味で stock であるが、その評価は、超過
収益力という flow 概念で行われる。超過収益力という flow は、いわば浮遊状態であり、
































時価総資産額 ＴＡ    １０００  
実際利益（実際収益力）   ８０ 
現在価値への割引率ｒ     零  
標準総資産利益率      ５％  
とし、評価の安全性調整（５０％）、及び標準化調整（支払利子や企業者報酬）を無視する
と 
                税引前超過収益力  税引後超過収益力 
                による営業権    による営業権 
単年度の超過収益力           ３０        １８ 
営   業   権          ３００       １８０ 
評価差額に対する税額         １２６        ７５．６ 








評価差額に対する税額控除の営業権   １７４       １０４．４  
 
［税引前超過収益力をもとに営業権を計算：計算プロセス］ 
単年度の超過収益力         ３０｛=（８０－１０００×５％）｝ 
営業権              ３００（＝３０×１０年） 




単年度の超過収益力   １８ ｛=（８０－１０００×５％）×（１－０．４）｝ 
営業権        １８０ （＝１８×１０年） 

















                                                   





























                                                   






































                                                   
67 超過の顕著性については、５章１節１、（２）参照 









  食料品業  ３．９％  ≒３．８４％ {＝３．２％×（１＋０．２）} 







     
             全業種平均総資産利益   同業種の平均総資産利益 
率５％を超えているか   率を著しく超えているか  
                         （食料品 3.9％、化学 8.8％） 
  Ａ社  ５．５％     ○            ○ 
    Ｂ社  ４．５％     ×            ○ 
 Ｃ社  ６．０％     ○            × 









































































































































                                                   
71  財産評価基本通達１６５に示されている現在価値割引率から逆算すると、初年度の超過収
益力は、相続時点の超過収益力ではなく、１年後の超過収益力であることが分かる。  






















     改正前・・・支払利子、手形割引料 














                                                   
































































































  ８００－１０００×５％＝７５０   ７５０×１０年＝７５００ 
Ｂ社の営業権 



















































































     改正前・・・支払利子、手形割引料 




























































































（1 億円＋7 千万円）×０．５－（1 億円＋7 千万円）×１０％ 
企業者報酬の調整部分だけ抜き出すと 
 7 千万円×０．５－1 億 7 千万円×１０％＝3 千 5 百万円－1 千 7 百万円＝1 千 8 百万円 
1 千 8 百万円が単年度超過収益力を構成することになる。 
 上記指摘のような算式上の欠陥（0.5 の乗ずる位置）があるので、1 千 8 百万円にとど









（1 億円＋7 千万円）×０．５－（1 億円×０．３＋1 千万円） 
企業者報酬の調整部分だけ抜き出すと 






 改正前 ５億円   （＝５０億円×１０％） 








































































                                                   































































































































           期首 Ｂ／Ｓ   
     現金      ０     資本 １０００ 
     受取手形 １０００ 











     現金  １０００ ／ 借入金 １０００  
     支払利子  ２０ ／ 現金    ２０ 
 現金   ２００ ／ 売 上  ２００ 
 
[Ａ社のＢ/Ｓ・Ｐ/Ｌ] 
   
          期末 Ａ社 Ｂ／Ｓ 
     現金   １１８０    借入金 １０００ 
     受取手形 １０００    資本  １１８０  
（期首資本金 1000＋当期利益 180） 
       計  ２１８０     計  ２１８０  
      注記：受取手形１０００は借入金１０００の担保として提供 
 
             Ａ社 Ｐ／Ｌ 
     売  上       ２００ 
     支払利子        ２０ 
      税引前利益     １８０ 
 









  [Ｂ社の期中仕訳] 
      現金  １０００ ／ 受取手形１０００  
      手形売却損 ２０ ／ 現金    ２０ 
現金   ２００ ／ 売  上 ２００ 
 
 [Ｂ社のＢ/Ｓ・Ｐ/Ｌ] 
          Ｂ社の Ｂ／Ｓ 
     現金   １１８０    資本  １１８０ 
（期首資本金 1000＋当期利益 180） 
      計   １１８０     計  １１８０  
        注記：割引手形 １０００ 
 
          Ｂ社の Ｐ／Ｌ 
     売   上      ２００ 
     手形売却損       ２０ 
      税引前利益     １８０ 
 
 [Ａ社、Ｂ社の総資産額] 
  総資産はＡ社が２，１８０、Ｂ社が１，１８０となる。 
 
[Ａ社の営業権] 
       １８０＋２０ － ２，１８０×５％＝２００－１０９＝９１ 
       ９１×１０年＝９１０ 







計算の対象にした場合                             
       １８０＋２０ － １，１８０×５％83＝２００－５９＝１４１ 




       １８０ － １，１８０×５％＝１８０－５９＝１２１ 
       １２１×１０年＝１２１０ 
 
[Ｂ社の営業権]＝割引手形を総資産に含め、手形割引料を調整計算の対象にした場合 
       １８０＋２０ － （１，１８０＋１０００）×５％ 
＝２００－１０９＝９１ 
       ９１×１０年＝９１０ 
 以上のことをまとめると、 
                           Ｂ社の営業権の金額 
            割  引  手  形 
 総資産に含める 総資産に含めない   差 
手 形 
割引料 
調整対象にする   ９１０   １４１０   ５００ 
調整対象にしない   ７１０   １２１０   ５００ 
































































                                                   























































ィト・ウエッセルズ著 本田桂子監訳 天野洋世＋井上雅史＋近藤将士＋戸塚隆将 訳 
 「企業価値評価 ＶＡＬＵＡＴＩＯＮ 上・下」ダイヤモンド社、２００６年３月 































  ２００８年２月 
・松尾寿史著「よくわかる企業結合会計基準」中央経済社、２００４年１月  
・小川一夫編著「企業結合の税務・会計ガイドブック」中央経済社、２００５年２月  
 
４、商法・会社法関係 
・竹内昭夫・松尾浩也・塩野宏編集代表「新法律学辞典（第三版）」有斐閣、１９９０
年 
・上柳克郎・鴻常夫・竹内昭夫代表編集「新版注釈会社法（８）株式会社の計算（１）」 
 有斐閣、１９９３年５月 
・江頭憲治郎著「株式会社法第２版」有斐閣、２００８年２月 
・郡谷大輔監修「会社法関係法務省令逐条実務詳解」清文社、２００６年１０月 
・郡谷大輔・和久友子・小松岳志著「会社計算規則」税務研究会出版局、２００７年３
月 
・弥永真生著「会計基準・財規等対照式 会社計算規則」中央経済社、２００６年９月 
 
 
 
